
大和市予算決算会計規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和６年５月２４日 

大和市長 古谷田  力 

 

大和市規則第３３号 

大和市予算決算会計規則等の一部を改正する規則 

（大和市予算決算会計規則の一部改正） 

第１条 大和市予算決算会計規則（昭和４１年大和市規則第１２号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第９１条の２」を「第９１条の３」に改める。 

第１条中「第１７３条の３」を「第１７３条の６」に改める。 

第４０条の次に次の１条を加える。 

（指定公金事務取扱者の指定） 

第４０条の２ 課長等は、法第２４３条の２第１項の規定に基づき、指定公金事務取扱者（同条

第２項に規定する指定公金事務取扱者をいう。以下同じ。）を指定しようとするときは、会計

管理者に合議のうえ必要な決裁を受けなければならない。 

２ 指定公金事務取扱者の指定を受けようとする者は、政令第１７３条に規定する要件のほか、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 財務内容が健全であり、かつ、経営基盤が安定していること。 

(2) 公金事務（法第２４３条の２第１項に規定する公金事務をいう。次号において同じ。）の

取扱いの実績を有していること。 

(3) 公金事務に関する記録を電子計算機により管理し、その電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を提出することができること。 

(4) 個人情報の保護に関し、十分な管理体制を有すること。 

第４１条第１項中「政令第１５８条第１項若しくは第１５８条の２第１項、児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第５６条第３項、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４４条の

２、」を「法第２４３条の２第１項又は」に改め、「又は子ども・子育て支援法（平成２４年法

律第６５号）附則第６条第５項」を削り、「私人」を「指定公金事務取扱者」に改め、同条第２

項を次のように改める。 

２ 法第２４３条の２の５第１項に規定する地方公共団体の長が定める歳入等は、次に掲げるも

のとする。 



(1) 地方税（当該地方税に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項第１４号

に規定する督促手数料、延滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費

を含む。） 

(2) 分担金 

(3) 負担金 

(4) 使用料 

(5) 手数料 

(6) 賃貸料 

(7) 不動産売払代金 

(8) 物品売払代金 

(9) 寄附金 

(10) 過料 

(11) 貸付金の元利償還金 

(12) 損害賠償金（第１５号に掲げる遅延損害金を除く。） 

(13) 不当利得による返還金 

(14) 保険料 

(15) 第２号から第５号まで、第１０号及び前号に掲げる歳入に係る延滞金並びに第３号、第

６号から第９号まで及び第１１号から第１３号までに掲げる歳入に係る遅延損害金 

第４１条第３項中「者」を「指定公金取扱事務者」に、「及びその内訳を示す計算書（第３号

様式）を添えて、」を「その他指定公金取扱事務者が徴収し、又は収納した歳入の内訳を示す書

類を添えて、会計管理者又は」に改め、同条第４項中「者が」を「指定公金事務取扱者が」に、

「収入事務委託員証」を「指定公金事務取扱者職員証」に改める。 

第４７条中「直接収納した」を削り、「証券を」の次に「直接」を加える。 

第７１条の４第１項中「政令第１６５条の３第１項」を「法第２４３条の２第１項及び法第

２４３条の２の６第２項」に、「私人」を「指定公金事務取扱者」に改める。 

第７７条第９号中「県税」の次に「及び森林環境税」を加える。 

第６章中第９１条の２の次に次の１条を加える。 

（指定公金事務取扱者の検査の実施等） 

第９１条の３ 会計管理者は、指定公金事務取扱者の行う事務について、所属の職員のうちから

検査員を命じて検査をさせなければならない。 

２ 会計管理者は、検査の結果、違法若しくは不当な事項又は適正を欠く事項があると認めると



きは、速やかに是正又は改善のため必要な処置を講じなければならない。 

 第３号様式を次のように改める。 

第３号様式 削除 

 第４号様式中「収入事務委託員証」を「指定公金事務取扱者職員証」に改める。 

（大和市病院事業の財務に関する特例を定める規則の一部改正） 

第２条 大和市病院事業の財務に関する特例を定める規則（昭和４６年大和市規則第１１号）の一

部を次のように改正する。 

第３０条中「時効等により」を削る。 

第３０条の２第１項中「私人」を「指定公金事務取扱者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２第１項の規定により委託を受けた者をいう。以下この条において同じ。）」

に改め、同条第２項中「者」を「指定公金事務取扱者」に改める。 

（大和市下水道事業の財務に関する特例を定める規則の一部改正） 

第３条 大和市下水道事業の財務に関する特例を定める規則（令和２年大和市規則第３４号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１０号を次のように改める。 

(10) 指定公金事務取扱者 法第３３条の２において準用する地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４３条の２第１項の規定により委託を受けた者をいう。 

第２２条及び第２３条中「徴収等事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に改める。 

第２８条第１項中「私人」を「指定公金事務取扱者」に改め、同条第２項中「者」を「指定公

金事務取扱者」に改める。 

第７９条中「第２１条の１４第１項第１号」を「第２１条の１３第１項第１号」に改める。 

第８０条中「第２１条の１４第１項第３号及び第４号」を「第２１条の１３第１項第３号及び

第４号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （大和市予算決算会計規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ 地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第１２号）附則第２条第１項の規定

によりなお従前の例により公金事務を行わせている者が行う事務については、この規則による改

正後の大和市予算決算会計規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、現に作成されている用紙が残存する間は、必要な補正をして引き続き使



用することができる。 


